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2021年７月２日 

 

株式交換に関する事前開示事項 

 

東京都港区白金台五丁目 12番 7号 

株式会社キャリアインデックス 

代表取締役社長 CEO 板倉 広高 

 

 

当社は、2021年５月 31日付で株式会社マージナル（以下、「マージナル」といいます。）

との間で締結した株式交換契約（以下、「本株式交換契約」といいます。）に基づき、2021

年８月１日を効力発生日として、当社を株式交換完全親会社、マージナルを株式交換完全子

会社とする株式交換（以下、「本株式交換」といいます。）を行うこととしました。 

  

本株式交換に関する会社法第 794 条第１項及び会社法施行規則第 193 条に定める当社の

事前開示事項は下記のとおりです。 

 

記 

 

１．株式交換契約の内容（会社法第 794条第１項） 

別紙 1のとおりです。 

 

２．会社法第 768条第 1項第 2号及び第 3号に掲げる事項についての定めの相当性に関す

る事項（会社法第 794条第 1項、会社法施行規則第 193条第 1号） 

  別紙 2のとおりです。 

 

３．会社法第 768条第 1項第 4号及び第 5号に掲げる事項についての定めの相当性に関す

る事項（会社法第 794条第 1項、会社法施行規則第 193条第 2号） 

該当事項はありません。 

 

４．株式交換完全子会社についての次に掲げる事項（会社法第 794条第１項、会社法施行

規則第 193条第 3号） 

 

（１） 最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙 3のとおりです。 

 



 

（２） 最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 

該当事項はありません。  

 

（３） 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会

社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

権利行使を予定していたマージナルの新株予約権付社債は、2021年 6月 1日付

にて権利行使されています。 

 

５． 当社において最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担

その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容（会社法第 794条第 1

項、会社法施行規則第 193条第 1号） 

該当事項はありません。 

 

６． 株式交換が効力を生ずる日以降における当社の債務の履行の見込みに関する事項

（会社法第 794条第 1項、会社法施行規則第 193条第 5号） 

本株式交換は会社法第 799条第１項の規定の適用を受けないため、該当事項はあ

りません。 

 

以上 

  



 

別紙 1 本株式交換契約の内容 

 

次ページ以降をご参照ください。 

  











 

別紙 2 会社法第 768条第 1項第 2号及び第 3号に掲げる事項についての定めの相当性に

関する事項 

 

当社は、本株式交換に際して、会社法第 768条第 1項第 2号及び第 3号に掲げる事項に

ついての定めの相当性に関して、次のように判断しております。 

 

１．本株式交換に係る割当ての内容 

 当社 

（株式交換完全親会社） 

マージナル 

（株式交換完全子会社） 

本株式交換に係る割当比率 １ 147.076 

本株式交換により交付する株式数 当社の普通株式 142,223株（予定） 

（注１）株式の割当比率 

マージナル株式１株に対して、当社普通株式 147.076株を割当交付します。な

お、上記の本株式交換に係る割当比率（以下「本株式交換比率」といいます。）

は、算定の根拠となる諸条件に重大な変更が生じた場合には、両社協議の上、変更

することがあります。 

（注２）本株式交換により交付する当社株式の数 

本株式交換に際して、新株式の発行に代えて当社の所有する自己株式（普通株式

142,223株）を交付いたします。 

（注３）１株に満たない端数の取り扱い 

本株式交換に伴い、当社の１株に満たない端数の割当交付を受けることとなる株

主が新たに生じることは見込まれていません。 

 

２．本株式交換に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

マージナルが発行している全ての新株予約権付社債について、2021年 6月 1日付に

て権利行使されています。なお、マージナルは、新株予約権を発行しておりません。 

 

３．本株式交換に係る割当ての内容の根拠等 

（１）割当ての内容の根拠及び理由 

当社は、本株式交換に係る割当ての内容を決定するにあたり、その公平性、妥当

性を確保するため、第三者機関（グローバルブリッジ株式会社）にマージナルの株

式価値の算定を依頼しました。当社及びマージナルは、市場価格及び第三者機関か

ら提出を受けたマージナルの株式価値の算定結果を参考に、両社の財務状況・資産

状況・将来の見通し等の要因を総合的に勘案した上で、両社間で株式交換比率につ

いて協議・検討を重ねてきました。 



 

その結果、当社及びマージナルは、本株式交換比率はそれぞれの株主の皆様にと

って妥当であり、株主の利益を損ねるものではないとの判断に至ったため、本株式

交換比率により本株式交換を行うこととしました。 

なお、本株式交換比率は、本株式交換契約に従い、算定の基礎となる諸条件に重

大な変更が生じた場合には、両社間で協議の上変更することがあります。 

 

（２）算定に関する事項 

① 算定機関の名称並びに当社及びマージナルとの関係 

当社は、本株式交換に用いられる上記１.「本株式交換に係る割当ての内容」に

記載の本株式交換比率の算定に当たって、公正性・妥当性 を確保するため、第三

者機関にマージナルの株式価値の算定を依頼しました。なお、当該第三者機関は、

当社及びマージナルの関連当事者には該当せず、また、本株式交換に関して記載す

べき重要な利害関係を有しません。 

② 算定の概要 

当社は、東京証券取引所市場第一部に上場していることから、市場価格を参考に

算定しました。具体的には、本株式交換契約締結日にできる限り近い時期の株価が

本株式交換契約時の株式の価値を反映しているものと考えられることから、2021年

５月 28日の終値を算定基準日とし、１株あたり 675円を採用することとしまし

た。 

マージナルの株式価値については、同社株式が非上場であることを勘案し、将来

の事業活動の見通しを評価に反映させるため、ディスカウンテッド・キャッシュ・

フロー法（以下「ＤＣＦ法」）を採用して算定を行いました。具体的には、７年計

画の財務予測に基づく将来キャッシュ・フロー等を、一定の割引率で現在価値に割

り引くことによって企業価値を評価しております。 

算定手法 算定結果（１株当たりの株式価値） 

ＤＣＦ法 110,242円～154,876円 

第三者機関は、上記株式価値の算定に際して、当社及びマージナルから提供を受

けた情報、一般に公開された情報等を使用し、それらの資料及び情報等が全て正確

かつ完全なものであることを前提としており、独自にそれらの正確性及び完全性の

検証を行っておりません。また、マージナルの資産又は負債（偶発債務を含みま

す。）について、個別の資産及び負債の分析及び評価を含め、独自に評価、鑑定又

は査定を行っておらず、外部への鑑定又は査定の依頼も行っておりません。第三者

機関の株式価値の算定は、算定基準日現在までの情報及び経済条件を反映したもの

であり、マージナルの財務予測については、両社の経営陣により現時点で得られる

最善の予測及び判断に基づき合理的に検討又は作成されたことを前提としていま

す。 



 

 

４．交換対価として当社の株式を選択した理由 

当社株式は東京証券取引所において取引されており、本株式交換後において市場に

おける取引機会が確保されていることから、本株式交換の対価として当社の普通株式

を選択することが適切であると判断いたしました。 

 

５．株式交換完全親会社の資本金及び準備金の額の相当性に関する事項 

本株式交換により増加する当社の資本金及び準備金の額は、それぞれ次のとおりと

いたします。係る取り扱いは、法令及び当社の資本政策に鑑み、相当であると考えて

おります。  

（１）資本金の額：0円  

（２）資本準備金の額：会社計算規則第 39条の規定に従い、当社が別途定める額  

（３）利益準備金の額：0円 

 

  



 

別紙 3 株式交換完全子会社の最終事業年度に係る計算書類の内容 

 

次ページ以降をご参照ください。 

  





(令和  2 年 10 月 31 日現在)

貸借対照表
(単位：円)

株式会社マージナル

科 目 金 額 科 目 金 額

　資産の部 60,434,417 　　負債の部 56,554,422
　　流動資産 53,428,979 　　　流動負債 7,520,422
　　　当座資産 53,310,068 　　　　短期借入金 1,525,697
　　　　現金及び預金 45,001,074 　　　　未払費用 3,080,932
　　　　売掛金 8,308,994 　　　　法人税等充当金 71,000
　　　　　売掛金(純額) 8,308,994 　　　　未払消費税 2,104,700
　　　その他の流動資産 167,911 　　　　前受金 35,000
　　　　前払費用 167,911 　　　　預り金 633,093
　　　貸倒引当金 ;49,000 　　　　預り敷金 70,000
　　固定資産 7,005,438 　　　固定負債 49,034,000
　　　有形固定資産 3,929,646 　　　　長期借入金 39,034,000
　　　　建物及び構築物 472,502 　　　　社債 10,000,000
　　　　　建物 472,502
　　　　機械装置及び運搬具 1 負債合計 56,554,422
　　　　　車輌運搬具 1 　　純資産の部 3,879,995
　　　　工具器具備品 2 　　　株主資本 3,879,995
　　　　土地 3,457,141 　　　　資本金 2,000,000
　　　投資その他の資産 3,075,792 　　　　利益剰余金 1,879,995
　　　　出資金 10,000 　　　　　繰越利益剰余金 1,879,995
　　　　敷金 315,000
　　　　保険積立金 2,600,000
　　　　長期前払費用 150,792 純資産合計 3,879,995

資産合計 60,434,417 負債及び純資産合計 60,434,417



(自 令和  1 年 11 月  1 日 至 令和  2 年 10 月 31 日)

損益計算書
(単位：円)

株式会社マージナル

科 目 金 額

　純売上高 72,422,855
　　純売上高 72,422,855
　　　一般販売総売上高 72,422,855
　売上総利益 72,422,855
　販売費及び一般管理費 70,572,559
　　役員報酬 7,440,000
　　給料手当 28,224,500
　　外注費 2,823,469
　　賞与 3,095,194
　　法定福利費 6,291,696
　　新聞図書費 47,659
　　厚生費 230,663
　　広告宣伝費 4,773,067
　　旅費交通費 1,677,100
　　通信費 4,805,255
　　販売手数料 935,255
　　車輌費 955,617
　　保険料 128,795
　　減価償却費 316,617
　　地代家賃 2,006,410
　　消耗品費 1,911,313
　　水道光熱費 354,241
　　手数料 388,507
　　租税公課 3,323,152
　　交際接待費 220,117
　　貸倒引当金繰入額 49,000
　　管理費 42,791
　　雑費 532,141
　営業利益 1,850,296
　営業外収益 2,980,254
　　　受取利息 124
　　　受取配当金 400
　　貸倒引当金戻入 14,000
　　雑収入 2,965,730
　営業外費用 245,466
　　支払利息及び割引料 245,466
　　　支払利息 245,466
　経常利益 4,585,084
　税引前当期純利益 4,585,084
　法人税等 71,097
　　法人税、住民税及び事業税 71,097
　当期純利益 4,513,987



株式会社マージナル

自 令和  1 年 11 月  1 日　至 令和  2 年 10 月 31 日 単位 円

株主資本等変動計算書

株主資本
利益剰余金

その他利益剰余金
純資産合計

本合計
株主資

金合計
利益剰余

繰越利益剰余金

資本金

;633,992;633,992;2,633,992;2,633,9922,000,000期首残高
1

事業年度中の変動額
1

4,513,9874,513,9874,513,9874,513,987当期純利益
1

4,513,9874,513,9874,513,9874,513,987事業年度中の変動額合計
1

3,879,9953,879,9951,879,9951,879,9952,000,000期末残高
1



株式会社マージナル

個 別 注 記 表

自 令和  1 年 11 月  1 日

至 令和  2 年 10 月 31 日

Ⅰ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
資産の評価基準及び評価方法
たな卸資産の評価基準及び評価方法
最終仕入原価法

固定資産の減価償却の方法
法人税法の規定による定率法。ただし平成10年4月1日以降取得の建物については定額法。

引当金の計上基準
債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について法人税法の規定による法定繰入率
により計上するほか、個々の債権の回収可能性を勘案して計上しております。

収益及び費用の計上基準
収益は実現主義、費用は発生主義による。

Ⅱ. 貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 1,415,429
取締役等に対する金銭債権・金銭債務
金銭債務 1,525,697

消費税及び地方消費税の会計処理
税込方式による。

Ⅲ. 株主資本等変動計算書に関する注記
発行済株式の種類及び総数に関する事項
発行済株式
普通株式（発行済株式）
前期末株式数（発行済普通株式） 40
当期末株式数（発行済普通株式） 40

Ⅳ. 1株当たり情報に関する注記
1株当たりの純資産額 112,849
1株当たりの当期純利益金額又は当期純損失金額 96,999
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